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生活の質 QWLJという言葉が使われ [Ru田 e11983， p. 1]，以後労働生活の質
の改善は世界の多くの国々で政府のとりあげる問題となっていくヘ
1) 冊えば次のような取り組みがみられる。 フランス，全国労働条件改善事業団設立(1972) 西
独，労働の人間化のための予算計上，共同ヅ P シι グトの実施 (1971年より〉 イギリユ， 労働
調査ユエットを労働省内に設置 (1974):米国，全国生産性および砦働生活の質向上法制定


























Act 1977; Swεden， Act 1983; 20 Questions 
3) 例えぽ，奥林康司 1981，pp. 10-110 ただし，これは同氏だ日ではなしそもそも，社会・技
柿シスアム論の米国で回開発者 L.Oavisと J.Taylor 0)編集になる書駒(1972)には，ノル
ウェーの産業民主化フロジェクトに関する論文も， F. E. EmeryやE.Thorsrudの論文も収録






























いうものではなかった [NILOC1975， pp. 88， 93J。
5) ノルウェー 語ではこのプFジェクトは， r協調プロジェグト CSamarbeidsprojektet)Jと呼ば
れーにいるが， ζれを指噂した研究者遣はζ札を英文で紹介するときには，産業民主化プロジェク
トという語を好んで使っている。例えぽ次を参照。E.Thorsrud 1972， p.454; P. Engelstad 
1972， p.328. 
め なお， 1966年に NAFとLコの聞の基本協約に主要な悼Eが行なわれたが， この時に生産協
議会に関する協約は，基本協約の中に PartBとして含まれることになった.その名称は，工場














あった。 NAFも LOも， 労働党も自由党も社会党も， 多くの団体や人々が
論争に参加し， 数多くの書物， 論文， プログラムが出された [T. Sandberg 








ックスとして盛んに論じられていたにBolweg1976， pp. 21-22Jo 
ちょうどこのような時にトロンヘイムにあるノルウェー工業λ学で，ぶL メリ
7) 因みに，労働党は1935年から日年まで，第二次大戦中の占領下位別にしてずっと政権を担当L
ており， その後も71年， 73-81年の間 政権の座にあった [Bolweg1976， p.:l: T.indhlad m 
fI. 1984， s.221]。また，労働党と LOとは前世紀以来ずっと緊密な関係にあり，重要な政治問
嵐組合問題を論ずる公式田委員会をもっている NILOC1975， p.54 i Bo1 wcg 1976， p.3)。
ノルウェ 産業民主化プロンェクトと社会・技術システム論 (243) 139 
一(F.E. Emery) 等による社会・技術ジステム論の考え方が，産業界および
油
労働組合のリーダーに， トー ノレスノレッド (E. Thorsrud) を通じて紹介された




















だったという CBolweg1976， p. 22Jo 
これに対して， LOの方にはとまどいがあったと恩われる。年来の主張は，
め この点は，エロ ト民主制の議論がまだ支配闘であった時期に早くから草の担民主々 読を主張
したものとして，オスロの労働調査研究所 CAF1)の現在の所長 B.Gustavsenやスウェー テン
苦働生活センタ ALCのA.Gunnalsonが，エメリー を高〈評価する理由であ.Q(Gusta vsen 
1983， p.54; Gunnalson 1984， p.6J。
140 (244) 第 135巻第3号
取締役会への労働者代表の参加であり，次第に運動は盛り土ってきている。そ
の時に労働組合としては未品目の，職場の仕事を通じての参加論は理解がしにく





参加制度という骨組に肉がつき血が通いはじめる， と [Thorsrudand Emery 






の選定にあたって，こうした面から非常に注意したのであったg) [Emery and 
Thorsrud 1976， pp. 150-151J。
かくて， LOは労働疎外の解消と産業民主化の促進という点から， また，
当時の状況下では生産性の向上はすべての労働者に恩恵を与えると考えて
CBolweg 1976， p. 54J，弱いながらこの考え方に基づくノルウェー産業民主化
プロジェクトを支持するにいたる山。
9) Gu皿 alsonは， 彼らの狙いはもっと大き<， ノルウェ}白骨働生活の質の改善は一旦塚にす
ぎず，桂らの内心は，これをスカンシナグィア諸国，大陸ヨーロッバ，そしてイギリスヘフィー
ド・バッタ1.-，アメリカへまで及ぼすことだったとする [A.Gunnalson 1984， p.6)。
10) LOがこのプロジェグトピ，年来の主張とは別仁協力した理由巳ついては， プロジてク lでは
第1に，まず公式の代表制について調査するとの条件をつけたことのほか，第2に論者が一致し
て指摘する次のような事情が作用したかもしれなし、。すなわち， iト λ 7，1¥.ッド自身の説明で
は， LOとNAFには，彼の人格が信頼されたのであるが，それは大苗l分戦時中における彼のレ
ジスタンスとしての活勤によるものであるJ(T. Sandberg 1982， p.104J" rト ルλルッ下町
ダイナミックでいく分カリスマ的な性格は彼の提案を LO，NAFに呈容させるのに明らかに貢
献した。それに加えて彼は労働党のメンバーで，第二次大戦中旬レジスタンスの活動家でもあっ
て， LOに対して正当な信任をもっていたJ CBolweg 1976， p.2110 
ノルウェー産業民主化プロジェク!と社会技術システム論 (245) 141 
こうして， 19日2年 NAF-LOの合同委員会が設置され，産業民主化プロシ z
クトが開始される [Bolweg1976， p.22)。しかし，取締役会への労働代表制を
要求し続けてきた LOの圧力によって，調査はまず経営における公式の代表制




































and Emery 1969， pp. 190-192J。
こうした結論を得てフェースBがはじまる。まず， NAFと LOの合同調査
委員会の援助の下に，波及効果を十分に考慮して， 4つのデモ γストレ ショ
ン企業が選ばれた。そして，それぞれの会社の経営者と労働組合の合意の下で
実験職場が選定され， 1964年には最初の実験がクリスチニア社 (Cristinia) の
巻線職場とフ γスホス社 (Hunshos) のパノレプ製造部門ではじまり，ついで，
1965年ノーベ社 (Nob併の屯気パネノレ・ヒーター製造部門で， 1967年には
ノノレスク・ヒュードロ社 (NorskHydro) の新設の肥料工場で実験が行なわれ



































¥ップ ステュワ ドに説明するというインフォーマルな形にとどまっている [Emeryand 
Thorsrud 1976. p. 881。
14) 効率の低下は経営者が，封働負荷の増大は労働組合が許さないと説明されている [Emeryand 





拡大すること， (3)会社の組織構造を変えて「会社議会 (CorporateAssembly)J 
を設置すること，の 3つを同時に推進すべきであるというものであコたが，産
業民主化プロジェクトのフェーエAでの結果は取りあげていないじNILOC
1975， pp. 93-94; T. Sandberg 1982， p. 103; Rol weg 1976， pp. 24-25J。
これに対して， NAFはフ t ースAの結果者，取締役会への労働代表制の反





何の言及もしていない(T.Sandberg 1982， p. 103J。そして，この報告書は
1965年春 LOと労働党のそれぞれの大会で承認された [Bolweg1976， p. 26Jo 
我々が，ノルウェー LOから1975年に発行された lndustrialDemocracy: 






しかし， 1974年発行のレピンソソ (C.Levinson) 編集になる書物に収録さ
れた論文では， LO会長のアスベングレン (T.Aspengren)は，職場での民ギ
化とし寸言葉は使っているが，それは仕事における自律性の拡大を必ずしも意
15) なお， この小冊子は，外国人に向付て最初から英語と独語で書かれたもので，ノルウェー の人
へ々の説明ではないと去に注意が必要である [IMd.， p. 6J。



















は， ζの提案に中央党が賛成L， 1972年5月に会社法の修正案が可決され， 19 

























Mの企業においてであるという CILO1981， p. 96)。
この数字から取締役会への労働代表制の利用率の高さを判断するのは必ずし
も容易ではないが， 1945年からお人以上の企業に設置が要請された生産協議会
の設置率が約%であったこと CBolweg1976， p. 20)， LOの組織率は80%とい





[Gustavsen 1984， pp. 2ー の，実際ノノレウェ での大企業の約200人の経営者に
対するア yケート調査では， 79%の経営者が会社の経営に対して労働代表取締





でな<，エンゲノレスタッドとクパレ [P.H. Engelstad and T. QvaleJの調査
では，労働代表取締役のうちの約40%が取締役会に少な〈とも 1件以 tの問題


















にもかかわらず，他の工場への一般的波及はみられなかった [Bolweg1976， P 
G旬。会社倒|は他の工場へも導入する方針であったとされるが [Emeryand 
Thorsrud 1976， p. 114J，北海オイノレの方へ経営者の主たる関心が移り，上部
148 (252) 第 135巻第3号
からの支持が困難となった。また，会社は，パワー構造の変更をしたり，監督






ていたとエメリーやトルスノレッド自身が述べている (Emeryand Thorsrud 
1976， pp. 89-90J。同社での実験について，ボウノレウェグは i経営者は，高
い生産性とλ ピード・アッフ巴のために，協調フ。ロジェグというレッテノレを利用
したと思われる若干の徴候がある」とする (Bolweg1976， p. 65J。 エメリー
やトーノレスノレッドは，同社の実験は産業民主化実験であると考えていたが，全
国組合も地域の組合もこの実験を支持せず，新しい作業組織は同社の主力工場




要因でもあるが [Emeryand Thorsrud 1976， p.63J，もう一点は，コンティン









(Aguren and Edgren 1980)0 




















ては，多くの論者から様々な点が指摘されている (Emeryanu Thor町山11976; 
Gustavsen 1980， 1983; Bolweg 1975; T. Sandberg 1982)。 これらのうち，









成の必要性が少ないのかの|分な説明とはならない。そこで，スウェ デ γ と
i七へた場合のノノレウェ における①工業部門のウェイトの低さ，なかでも②作
業組織の再編成が最も問題となる機械工業の比重の低さ，①製造業における一
事業所当りの従業員規模の小さきが指摘されている [T. Sandberg 1982， pp 
















17) ただし， その桂， 別の観者、が加わって， 作業組織の変革のケースは増えてきているという
[Gustavsen 1983， p.73; J印刷回 1984，p. 33J。なお，最近Cは職務不満はそれほど広範必現
象ではないとする研究がふえてきているのは周知のとおりである[冊えば， Thurman， 1977Jo 
ただし，その上で， ~IIの観点から最近のノルウェ←における作業組織の再編成の増加がみられる
ことは，興味深い [Gustavsen1980Jo 





たのである>8， CBolweg 1976， p， 65J。
それでは，産業民主化として実施するのであれば，労働組合はなぜ積極的に
これに取り組まなかったのであろうか。これが， ~りの点であるが，まず第 1 に，
労働組合は，従来から職務規制を行ない，それによって交渉力を維持してきた
とL寸事情があげられる CBolwei':1975， pp， 80-82J。それゆえ，組合は作業組
織の再編成を扱いにくく，また経験もない。また，それを団体主主渉の枠組に位
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